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国際税務 

QI/FATCA/CRS 関連情報 

QI リストの公表 

 

デロイト トーマツ税理士法人 GIR（Global Information Reporting） 

2024 年 10 月 4 日号 

2024 年 9 月 30 日、米国内国歳入庁（Internal Revenue Service：以下「IRS」）は、QI リスト（Qualified Intermediary 

(QI) list) （IRS ウェブサイト（英語））において、QI 契約を締結している事業体と支店のリストを公表した。 

1. QI リスト 

公表されたリストには、世界各国の QI として登録されている事業体及び支店が合計 3960 件（そのうち QDD ステータスを取得し

ている事業体及び支店は 261 件）記載されている。当該リストでは、各 QI のステータス（QI/QI 支店/QDD/QDD 支店）、名

称、QI-EIN の末尾 2 桁、GIIN、設立国、QDD ステータスの有無が記載されている。 

 

当該リストは、四半期ごとに更新される。また、当該リストに含まれるのは、QI ステータスが承認され、QI-EIN がその四半期の第 1

週より 2 カ月以上前に発行済みの事業体である。なお、WP（Withholding Foreign Partnerships）及び WT（Withholding 

Foreign Trusts）については現時点ではリストに掲載されていない。 

 

国別の QI 及び QDD を取得している事業体数については以下の通り（アルファベット順）。 

 

設立国名 QI QDD 

ANDORRA 5   

ANTIGUA AND 

BARBUDA 1   

ARGENTINA 5   

ARUBA 1   

AUSTRALIA 54 17 

AUSTRIA 389   

BAHAMAS 33 3 

BAHRAIN 1   

BARBADOS 4   

BELGIUM 44 2 

BERMUDA 5 1 

BONAIRE, SINT 

EUSTATIUS AND SABA 1   

CANADA 81 17 

CAYMAN ISLANDS 10 1 

CHINA 1   

COOK ISLANDS 1   

CROATIA 3   

CURACAO 3   

CYPRUS 33 11 

CZECH REPUBLIC 14   

DENMARK 39 2 

ESTONIA 4 1 

FAROE ISLANDS 2   

FINLAND 104 1 

FRANCE 153 14 

GERMANY 1,008 14 

GIBRALTAR 6   

GREECE 6   

GREENLAND 1   

GUERNSEY 30 5 

HOLY SEE (VATICAN 

CITY STATE) 1   

HONG KONG 119 8 

HUNGARY 6 1 

ICELAND 2   

IRELAND 33 7 

ISLE OF MAN 5   

ISRAEL 18 5 

ITALY 216 1 

JAPAN 256 17 

JERSEY 29 1 

KAZAKHSTAN 2 1 

KOREA, REPUBLIC OF 33   

LATVIA 3 1 

LIECHTENSTEIN 10   

LITHUANIA 3   

LUXEMBOURG 81 9 

MALTA 17 1 

MAURITIUS 1   

MEXICO 3   

MONACO 24   

https://www.irs.gov/businesses/corporations/qualified-intermediary-qi-list
https://www.irs.gov/businesses/corporations/qualified-intermediary-qi-list
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NETHERLANDS 28 7 

NEW ZEALAND 15 1 

NORWAY 7 1 

PANAMA 24   

POLAND 11 2 

PORTUGAL 17   

ROMANIA 4   

RUSSIAN FEDERATION 2 1 

SAINT LUCIA 1   

SAINT PIERRE AND 

MIQUELON 1   

SAN MARINO 1   

SAUDI ARABIA 1   

SEYCHELLES 3 3 

SINGAPORE 70 18 

SINT MAARTEN (DUTCH 

PART) 1   

SLOVAKIA 3   

SLOVENIA 5   

SOUTH AFRICA 7 1 

SPAIN 51 2 

SWEDEN 77 2 

SWITZERLAND 446 29 

TAIWAN 23   

TURKS AND CAICOS 

ISLANDS 1   

UNITED ARAB EMIRATES 27 7 

UNITED KINGDOM 203 44 

URUGUAY 24   

VIRGIN ISLANDS 

(BRITISH) 3 2 

総計 3,960 261 

 

2. QI の対応事項 

QI として登録されている事業体は、当該 QI リストに掲載されている情報が正しいことを確認し、正しくない場合には以下のステップ

に従って対応を行う必要がある。 

1. QI アカウントマネジメントシステム（QAAMS）（IRS ウェブサイト 英語）)より QI アカウントへログインをする 

2. QI のステータスが承認されていることを確認する 

3. QI アカウントマネジメントシステム内の情報が正しいかを確認し、間違っている場合は修正をする 

4. 次の四半期に公表される QI リストに正しく情報が反映されていることを確認する 

5. 次の四半期に公表される QI リストに当該 QI が掲載されていない場合は、IRS の Financial Intermediaries チームへ E メール

（lbi.fi.qiwpissues@irs.gov)にて問い合わせる 

 

おわりに 

FATCA では、以前から FFI リストが公表されていたが、QI においては未公表であった。2023 年 QI 契約（IRS 歳入手続 2022-

43）（IRS ウェブサイト（英語））では、QI リストを公表する予定であることが記載されていた。QI リスト公表の理由としては、QI

でない事業体が源泉徴収義務者に対して QI と名乗ることを防ぐためであり、IRS による QI 制度遵守の厳格化が今後も進むと考

えられる。 

デロイト トーマツ税理士法人では、QI、FATCA、CRS、及び米国税務に関して専門チームを有し、常に最新情報を入手の上、多数

の金融機関にサービスを提供している。今回のニュースレターでご案内した内容のほか、制度内容・法令等でもご不明な点等があれ

ば、ご相談いただきたい。 

 

 

 

Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, and 

it cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any 

governmental taxing authority or agency. 

https://www.irs.gov/businesses/corporations/apply-renew-certify-or-terminate-status-as-a-qi-wp-or-wt
mailto:lbi.fi.qiwpissues@irs.gov
https://www.irs.gov/pub/irs-drop/rp-22-43.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-drop/rp-22-43.pdf
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 

 

お問い合わせ 

米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 米国税務サービス  

パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 

ディレクター 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー 高島 憲一 kenichi.takashima@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 榎本 純子 junko1.enomoto@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 森本 祐佳里 yukari.morimoto@tohmatsu.co.jp 

所在地 
〒100-8362  

東京都千代田区丸の内三丁目 2 番 3 号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

Email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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